
＜5km圏内＞
（予防的防護措置を準備する区域）：

Precautionary Action Zone
⇒ 急速に進展する事故を想定し、事故が発

生したら直ちに避難等を実施する区域

1市1町（玄海町、唐津市）
住民数：8,480人※

＜5～30km圏内＞
（緊急時防護措置を準備する区域）：

Urgent Protective Action
Planning Zone

⇒ 事故が拡大する可能性を踏まえ、避難や
屋内退避等を準備する区域

7市1町（佐賀県玄海町、唐津市、伊万里市、

長崎県松浦市、佐世保市、平戸市、
壱岐市、福岡県糸島市）

住民数：260,965人※

※佐賀県：平成26年4月30日現在、長崎県：平成25年9月30日・10月1日現在、福岡県：平成23年9月22日現在

原子力災害対策重点区域の概要

 佐賀県地域防災計画では、原子力災害対策指針に示されている「原子力災害対策重点区域」として、
発電所より概ね5kmを目安とするPAZ圏内、発電所より概ね5～30kmを目安とするUPZ圏内の対象
地区名を明らかにしている。

 玄海地域における原子力災害対策重点区域は、PAZ圏内は佐賀県玄海町及び唐津市、UPZ圏内
は佐賀県、長崎県及び福岡県の7市1町にまたがる。

佐世保市

1

UPZ

PAZ
5Km

10Km
20Km

30Km

壱岐市

玄海町

松浦市
伊万里市

平戸市
佐々町

糸島市

唐津市

多久市
小城市
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原子力災害対策重点区域周辺の人口分布（一般住民）

 PAZ圏内人口は8,480人、UPZ圏内人口は260,965人、原子力災害対策重点区域内の人口は合計
で269,445人※。

関係市町名
PAZ圏内 UPZ圏内

合 計
（5km圏内） （5～30km圏内）

玄 海 町
３，８１２ 人 ２，３８２ 人 ６，１９４ 人

１，２８２ 世帯 ７００ 世帯 １，９８２ 世帯

唐 津 市
４，６６８ 人 １２３，４０２ 人 １２８，０７０ 人

１，６４６ 世帯 ４８，３９６ 世帯 ５０，０４２ 世帯

伊 万 里 市
５７，０９６ 人 ５７，０９６ 人

２２，６４１ 世帯 ２２，６４１ 世帯

松 浦 市
２４，７５４ 人 ２４，７５４ 人

１０，３０２ 世帯 １０，３０２ 世帯

佐 世 保 市
１０，８７６ 人 １０，８７６ 人

４，８４０ 世帯 ４，８４０ 世帯

平 戸 市
１１，４８０ 人 １１，４８０ 人

４，８２２ 世帯 ４，８２２ 世帯

壱 岐 市
１６，０１７ 人 １６，０１７ 人

６，３５４ 世帯 ６，３５４ 世帯

糸 島 市
１４，９５８ 人 １４，９５８ 人

５，４２８ 世帯 ５，４２８ 世帯

人 人

世帯 世帯

合 計
８，４８０ 人 ２６０，９６５ 人 ２６９，４４５ 人

２，９２８ 世帯 １０３，４８３ 世帯 １０６，４１１ 世帯

※佐賀県：平成26年4月30日現在、長崎県：平成25年9月30日・10月1日現在、福岡県：平成23年9月22日現在 2

げん かい ちょう

から つ し

い ま り し

ひら ど し

い き し

いと しま し

まつ うら し

さ せ ぼ し
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佐賀県・長崎県・福岡県及び関係県市町の対応体制

 佐賀県、長崎県、福岡県及び原子力災害対策重点区域内の全ての関係市町は、警戒事態及び施設敷地緊急事態では災害警戒本
部を設置し、全面緊急事態では災害対策本部を設置。

 関係市町の災害対策本部等では、要員参集、情報収集・連絡体制の構築、住民等に対する情報提供をはじめ、PAZにおける施設敷
地緊急事態要避難者の避難準備を開始。

UPZ

佐賀県災害対策本部

（佐賀県ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ）

PAZ
福岡県災害対策本部

長崎県災害対策本部

唐津市災害対策本部

糸島市災害対策本部

玄海町災害対策本部

伊万里市災害対策本部

松浦市災害対策本部

佐世保市災害対策本部

平戸市災害対策本部

壱岐市災害対策本部

5
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国の対応体制
 玄海町において震度５弱以上の地震の発生を認知した場合（警戒事態の前段階から）、原子力規制庁及び内閣府(原子力防災担当)

の 職員が参集し、現地ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ（OFC）及び原子力規制庁緊急時対応ｾﾝﾀｰ（ERC）に原子力規制委員会・内閣府原子力事故合同
警戒本部を立ち上げ、情報収集活動を開始。

 警戒事態となった場合、現地への要員搬送や緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの準備を開始。

 施設敷地緊急事態となった場合、原子力規制委員会・内閣府原子力事故対策本部の設置及び関係省庁事故対策連絡会議を開催し
対応。また、内閣府副大臣及び国の職員を現地ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ等へ派遣。

 全面緊急事態となった場合、原子力災害対策本部及び原子力災害現地対策本部を設置するとともに、県・市町等のﾒﾝﾊﾞｰからなる合
同対策協議会を開催し、相互協力のための調整を行いつつ対応。

4

原子力事業者
佐賀県オフサイトセンター

合同対策協議会

住民

関係市町

防護措置の指示
住民広報
避難誘導 等

関係県
現地本部

緊急時モニタリングセンター

関係市町
連絡員

・異常事態の通報義務
・要員派遣 緊急事態応急対策活動

原子力災害現地対策本部
本部長：内閣府副大臣

関係省庁要員が緊急時に参集

原子力災害対策本部
本部長：内閣総理大臣

合同対策協議会により、必要な情報共有と応急対策を実施

関係県
災害対策本部

被災者の
救援等の支援

要請

・住民広報や避難計画に基づ
き避難・屋内退避等を実施

○実動組織（自衛隊、警察、消防、海上保安庁）
○指定公共機関（日本原子力研究開発機構、放射線医学総合研究所等）
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